
１ 継続事業の前提に関する注記
　　継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

２ 重要な会計方針
有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券…償却原価法

時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法

棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし。

固定資産の減価償却の方法
有形固定資産・・・定率法（平成21年３月以前に取得した資産については、定額法）
無形固定資産・・・定額法

引当金の計上基準
退職給付引当金…期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

リース取引の処理方法
リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

消費税等の会計処理
税込処理

３ 会計方針の変更
 該当なし。

４ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

５ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

1,797,480 1,398,420 1,797,480

公益事業運営積立投資有価証券 1,797,480 (1,797,480)

基本財産

小　計 113,932,633 (62,103,952) (0) (51,828,681)

(-) (43,308,681)
災害対策等引当預金 8,520,000 (-) (-) (8,520,000)

(-)
投資有価証券 663,347,282 (532,178,000) (-)

公益事業運営積立投資有価証券(特）

67,956,509

45,613,470
8,520,000

123,488,399

60,306,472

43,308,681
8,520,000

113,932,633

1,398,420

小　計

67,956,509

45,613,470
8,520,000

123,488,399

60,306,472

(6)

基本財産

合　計 1,367,606,509

（単位：円）
科　目 前期末残高 当期増加額

定期預金 432,178,000 532,178,000 432,178,000

当期減少額 当期末残高

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

532,178,000

1,195,525,282
特定資産

1,309,457,9151,309,457,915 1,367,606,509

公益事業運営積立金

退職給付引当預金
災害対策等引当預金

43,308,681
8,520,000

定期預金 532,178,000

公益事業運営積立金 60,306,472 (60,306,472) (-) (-)

1,195,525,282

(51,828,681)1,309,457,915合　計 (1,257,629,234) (0)

小　計

退職給付引当預金

特定資産

43,308,681 (-)

811,940,110
1,244,118,110

663,347,282

(1,195,525,282) (0)
(-)

(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

113,932,633

科　目 当期末残高

(0)

(うち負債に
対応する額)

(663,347,282) (-)

（単位：円）

投資有価証券
小　計

811,940,110
1,244,118,110

663,347,282
1,195,525,282



６ 担保に供している資産
該当なし。

７ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（直接法により減価償却を行っている場合）
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

　　水道施設利用権

８ 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

該当なし

９ 保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。）等の偶発債務
該当なし。

10 満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

11 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

12 基金及び代替基金の増減額及びその残高
該当なし

14　関連事業者との取引の内容
該当なし

4,748,567

（単位：円）

100,050,000

100,050,000

707,027,343

21,946,094

16,284,100

601,300

50,000

50,000

43,680,061

0
2年度栽培漁業協会
運営委託金

和歌山県 － 50,220,100 50,220,100

科　目

貸借対照表上の
記載区分

委託金

合　計

金　額

9,563,966
126,452

9,690,418

13 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

内　容
経常収益への振替額
　基本財産運用益
　特定資産運用益

小　計

　　　　　　　　　（単位：円）

0合　計 0 50,220,100 50,220,100

補助金等の
名　　　称

交付者
当　期
減少額

当期末
残　高

当期末残高減価償却累計額取得価額

（単位：円）

179,113

前期末
残　高

525,000
525,000

345,887

当　期
増加額

179,113

種類及び銘柄

第59回利付国債

第11回利付国債

345,887

第148回利付国債

第510回中部電力社債

明治安田生命2016基金特定社債

日本生命2017基金特定社債

合計

帳簿価額

100,000,000

100,000,000

663,347,282

時価 評価損益

149,984,833

113,362,449

100,000,000

100,000,000

154,733,400

135,308,543

116,284,100

100,601,300



15　重要な後発事象
該当なし。

16  その他
該当なし。


